
(

地方公共
団体コ－ド

長

④④特特産産物物

270

就業人口（令和２年国調）

499

平成２７年

年間販売額 

11,790 486,671

（R5.1.1～12.31）
事業所数

％

（令和６年６月１日）

（令和２年２月１日）

1.6 ％％ 1,437

％

4.9

第３次 43.8

18任　　　　期 人令和9年4月30日

令和4年4月1日

普通会計関係

57533 ③③人人口口・・世世帯帯数数476 403

全職員数 公営事業
会計関係うち一般行政関係

米、茶、日本酒、いちご、煎餅、だんご、乾めん、みそ、千石
きゅうり、ズッキーニ

116,189

従業者数

従業者数

3,518

（R3.1.1～12.31）

神達　岳志

人

（人）

条例定数

公明２人、自民１人、共産１人、日本保守１人、立憲民主１人、無所属12人

③③職職員員数数（（令令和和７７年年４４月月１１日日現現在在））

党　派　別

副議長

現議員数

草間　典夫中村　博美

20

議　　　　長

かんだつ　たけし 令和10年8月2日

市章

〈e-mail〉

法適用（上水　公共下
水　特定公共下水　農
業集落排水）

地域指定 公営企業
※令和8年３月31日現在

＜＜行行政政組組織織＞＞

常総市水海道諏訪町3222番地3
〈 ＴＥＬ 〉

http://www.city.joso.lg.jp

類型

gyousei@city.joso.lg.jp

082112 面積

〒

法人番号 6000020082112

退職手当　消防賞じゅつ金　交通共済　消
防災害補償　非常勤公務災害　市町村会
館管理　滞納処分等　し尿　消防　地域交
流センター　総合運動公園　ごみ処理施
設　共同研修　総合防災センター　障害者
支援施設　養護老人ホーム　特殊湛水防
除　ごみ処理施設等の周辺環境整備　ご
み　葬斎場

〈 住所 〉
〈 ＦＡＸ 〉

ｋ㎡

任 期

常常総総市市（（じじょょううそそううしし））
303-8501

0297-23-2162

一部事務組合加入事業
近郊整備（一部区
域）

0297-23-2111
〈 Ｈ Ｐ 〉

123.64Ⅱ－０

①①沿沿革革

＜＜概概要要＞＞

①①長長等等（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

②②地地勢勢・・風風土土等等

昭和29年７月10日　編入（市制施行）
豊岡村 菅原村 大花羽村 三妻村 五箇村 大生村 坂手村
昭和30年３月31日　編入　真瀬村の一部
昭和30年３月31日　境界変更
昭和31年４月１日　 編入　内守谷村　菅生村
平成18年１月１日　 編入（名称変更）　石下町小渕　康正

5577 歳） 3 期目

②②議議会会（（令令和和８８年年５５月月１１日日現現在在））

副市長

就任回数

老齢人口割合

53.7

（令和４年６月１日）

38.5

総額・総数 347,951

農家数

製造品出荷額等

16,506

－

152,314 56.5

事業所数

主業農家数

204 3,5452,331

11,252

③③農農業業・・工工業業・・商商業業

30,692

30,791

60,834

29,330

⑤⑤老老齢齢人人口口割割合合

23,990

計

2,045

3,441

％

30,369

④④有有権権者者数数（（令令和和８８年年３３月月２２日日現現在在））

②②産産業業構構造造

①①生生産産・・所所得得（（令令和和５５年年度度））

第２次

農業就業人口

（戸・事業所・人・百万円）

－ 29,195

億円
市町村内
総生産 3,480 億円

住民所得

人口1人当り住民所得

186,810

5,548第１次

区分 総生産額（令和５年度）

千円

(百万円・人）

％

30.7

（（RR８８..１１..１１住住基基人人口口））

令和２年
3,189

58,018

＜＜産産業業・・経経済済＞＞

世帯数
＜市長＞－＜副市長＞
　
市長公室　 －秘書課、常創戦略課、資産活用課、防災危機管理課

総務部　　  －総務課、人事課、財政課、デジタル推進課、課税課、収納課

市民生活部－市民と共に考える課、市民課、暮らしの窓口課、
　　　　　　　  　 健康保険課、人権推進課

福祉部－(福祉事務所)－社会福祉課、高齢福祉課、介護保険課、
　　　　　　　　　　　  　 　　 こども課、保健推進課

産業振興部－農業政策課、商工観光課、生活環境課

都市建設部－都市計画課、都市整備課、道路課、下水道課、水道課

会計管理者－会計課

＜議会＞
議会事務局

＜教育委員会＞
事務局　　　－学校教育課、生涯学習課、指導課、学校給食センター、
　　　　　　　　　図書館

　
＜行政委員会＞
農業委員会事務局
選挙管理委員会事務局
監査委員事務局
固定資産評価審査委員会事務局
公平委員会事務局

農業

製造業

卸・小売業

％

527

令和5年4月1日

521

61,483
④④機機構構図図（（令令和和８８年年４４月月１１日日現現在在））

507

女

女

46,530
有権者数

23,335

男

合計

97.6

全職員数
の  推  移

20,600

23,195

平成２２年

20,685

一般行政職の
平均給料月額 区分

地域手当
補正後
ラス指数

ラスパイレ
ス指数

百円 97.6 国勢調査

令和6年4月1日
32,449

人
口

男

65,320

32,871

30,465

22,289

28,688

常住人口

（令和８年４月１日）

　都心から50km圏内の首都近郊に位置し、水と緑に囲ま
れ、希少な動植物が生息するまち。江戸時代初期から大正
時代半ばにかけて、市の中心を流れる鬼怒川の水運により
江戸との貿易で商業のまちとして栄え、河川沿岸の土壌を
活かした農業が盛んである。関東鉄道常総線やつくばエク
スプレス、首都圏中央連絡自動車道常総インターチェンジ
が開設し、都心をはじめ、空港などへの交通アクセスが飛
躍的に向上している。令和5年度に開業した道の駅常総を
中心に、地域全体の活性化に取り組んでいる。
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＜主要課題＞
　・社会変化に対応した、定住人口増加に向けた取り組みの推進
　・デジタル化の推進・AI技術などを活用したまちづくりの推進
　・感染症や災害への対応、医療・福祉の充実など、安全・安心なまちづくりの推進
　・道の駅を起点に、地域資源を活用した賑わいの創出や交流人口の拡大
　・少子高齢化、人口減少などの社会的課題への対応
　・市民参加や地域コミュニティの活性化による、支え合いを育むまちづくりの推進
　・環境への配慮や多様性の尊重といった、近年関心が高まっているテーマへの対応

＜特色ある行政＞
　・道の駅を活用した農商工連携
　・地域の絆日本一（地域コミュニティ）
　・官民連携によるAIまちづくりの推進

病院・一般診療所 31 か所

内　　　容

・子育て環境の充実
・子どもの居場所づくり
・子育て世帯の負担軽減
・教育環境の充実

・防災先進都市の強化
・地域コミュニティの充実
・AIまちづくりの推進
・地域基盤の強化

・手続き効率化によるサービス向上
・多言語化対応の強化
・庁内システムの機能強化

②②今今後後のの主主要要課課題題・・特特色色ああるる行行政政等等

道路改良率 35.1 ％

か所

＜＜主主要要施施策策等等＞＞

子どもまんなか
まちづくり常総

名　　称

地方債

国庫支出金

△ 438,963

4,428

うち臨財債

－

187

0.3

②②主主なな歳歳入入・・歳歳出出（（令令和和６６年年度度））

74

（千円・％）①①決決算算収収支支

26,434,837 27,563,838

26,068,494

歳　　入

形式収支

歳　　出

④④市市町町村村税税のの状状況況（（令令和和６６年年度度））

1,495,344

区分 令和５年度決算

24,856,211

＜＜財財政政状状況況＞＞

市町村民税・個人
（構成比）

-

-

4.9

増減率令和６年度決算

4.3

実質単年度収支

4.8

単年度収支

（百万円・％）

4.31,129

457

増減率

614,037

増減額

-

-

1,578,626

1,020,785

△ 439,536 242,624

決算額区　　分

1,263,409実質収支

連結実質赤字比率

扶助費

公債費

普通建設事業費

うち繰出金 2,392

投資的経費

実質赤字比率

6,583

人件費

3.4

か所

97.4

2.2

保育所 ※１

146うち繰入金

1,212

その他

26,068

8.0

8.8

25.3

1,216

0.2

28.4

53.3

16.8

％

％

）10.6

0

校

小学校 ※１

52.3

校義務教育学校 ※１

市町村民税・法人
（構成比）

中学校 ※１

( [97.4]

体育館校

9

歳歳　　　　　　出出 4.9

1,028

359

義務的経費

△ 82

△ 33.3

4,878 6.617.7

－

1.3

302

4.4

4.8

市町村税合計
（国保除く）

36.5

構成比

歳歳　　　　　　入入

△ 176

7,833

△ 52.6

16.1

352

27,564

地方交付税

10,073地方税

）

児童館

10,072,637

か所

か所

2プ－ル

52.8

5,318,168

2

[97.4]

98.4

＜＜公公共共施施設設整整備備状状況況＞＞（（令令和和６６年年度度））

）

か所

固定資産税
（構成比）

43

10,341,469

※１は令和７年度
　 道路改良率・舗装率は令和５年度

5,405,108

（

5

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均、それ以外は単純平均

Ｒ７～

地方債現在高（A) 百万円

百万円

※１　（　）は早期健全化基準、[  ]は県平均値

881

10,971

1,216

積立金現在高（C)

百万円

％

[5,771]

市民に便利な常
総市役所DX

Ｒ８～

278

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C)

標準財政規模（令和７年度）

90.3

13,881

[25,031]

0.694

債務負担行為支出予定額（B)

財政力指数（令和７年度）

経常収支比率

将来負担比率

16,869

23,973

3,978

4,374

208

(12.68 )

うち単独

その他の経費

352

-

[23,010]

[0.666]

[93.0]

[7,792]

[17,283]

％

7.6

百万円

[6.7]

7,443

20,508

百万円

( 350.0 )

(17.68 )％

[27.8]

( 25.0 )

- ％

△ 14.0

662

386

△ 9.9

3.6

14 0.5
（百万円）

公営住宅

公民館等

未来につなげる
地域づくり

Ｒ８～

①①主主要要施施策策実実施施状状況況

期間

124

92.7

汚水処理普及率 ％85.2

・・普普通通会会計計にに関関すするる主主なな指指標標

36.0

11.2

9.5

％実質公債費比率

11.2

11③③主主要要指指標標（（令令和和６６年年度度））

うち補助

2,924

△ 92

△ 97

△ 198

9.2

・・健健全全化化判判断断基基準準

1 か所

253

道路舗装率

園

12

老人福祉施設

2

69.5

上水道等普及率

か所

戸

図書館

幼稚園 ※１ 園

13

認定こども園 ※１

3

4

10.8

3,022,255

（

（

調定額

）

94.8

）

）

2,865,616

(

1,090,5971,096,412

[97.0]

99.5

[98.8]

(

概　 算
事業費

1,255

42.0

29.2

△ 14.2

△ 24.9

△ 202

1.1

4.7

4.7

（千円・％）

区分 収入額

28.4

徴収率
[  ]は県平均値
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